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第 1 章  計画策定にあたって  

1 計画策定の趣旨  

  北九州市では、市民の学習活動を総合的に支援するため、平成

10 年度に「北九州市生涯学習推進構想」をまとめ、続いて「北九

州市生涯学習推進計画」（平成 14 年度～17 年度）、「北九州市教

育行政総合計画（いきいき学びプラン）」（平成 18 年度～22 年度）、

「北九州市生涯学習推進計画」（平成 23 年度～27 年度）を定め、

これらに基づき計画的に生涯学習事業を推進してきました。  

  また、都市公民館発祥の地と言われる本市では、地域における

学習支援体制（中学校区に地域公民館を設置）を重視してきまし

た。その実績を踏まえて、地域公民館を、住民の生涯学習活動、

保健・福祉活動、コミュニティ活動等の地域のあらゆる活動の拠

点である市民福祉センターとして再整備（概ね小学校区単位に市

民福祉センターを設置）し、続いて住民活動の広がりと、親しみ

を持てる名称を求める市民の声に応えて市民センターへの名称変

更、市長事務部局の移管を行いました。このように、本市の生涯

学習体制は変化してきました。  

  この間、市民の学習活動は、生きがいや心の豊かさ、新たな知

識や技術などを獲得するための学習のみならず、社会の変化に伴

うさまざまな課題に対応するための学習活動などの分野に着実に

広がってきています。  

  しかしながら、市民を取り巻く社会環境は大きく変化しており、

市民の価値観や公共サービスに対するニーズが多様化するなかで、

成熟した市民社会を創造するためには、市民が社会の担い手とし

て、地域社会の様々な組織や企業、行政と対等のパートナーシッ

プを築き、協働していくことが重要になっています。  

  社会環境が著しく変化し、将来の予測が難しい今日の状況のな

かで、市民が自らに適した手段・方法で、“社会を生き抜く力”を

身につけ自己実現を図ることが必要です。また、学んだ知識・技
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術等をまちづくりに活かしながら、再び課題に直面すればまた新

たな学習に取り組むという「学び」と「活動」のサイクルが活か

される市民主体の循環型「生涯学習社会」づくりが求められます。  

  学習と活動を通して市民がさまざまな問題に対応していくため

には、北九州市はもとより、地域社会の諸団体、企業などと協働

していくことが大切であり、そこでは、市民一人ひとりが、直面

するさまざまな課題を自らの意思と責任において、主体的に市民

自治の観点から解決するという自立と協働のまちづくりが重要で

す。  

  このような社会づくりのためには、「市民が、自分自身はもとよ

り地域社会の幸福のために、自分たちでものごとを決め、生きが

いを見つけたり、社会的な課題に対しては市民相互、あるいは行

政や企業などと協働して解決に当たる」ことができるよう環境を

整え、市民の主体的な学習活動を支援し、人材を育成することが

必要です。  

  北九州市は、「生涯学習推進計画（学びの環推進プラン）」を策

定することにより、市民一人ひとりの自己実現や「まちづくり」

につながる自主的・主体的な循環型の学習活動を支援し、循環型

生涯学習社会づくりをめざします。  

学  び  活  動  

“学びを活かす”  

「学び」と「活動」のサイクル（イメージ）

“新たな学習へ”  

〈振り返る〉  

〈 気づく〉  

〈 新たな課題を見つける〉
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２  計画の位置づけ  

（１）計画の位置づけ  

「生涯学習推進計画」は、「元気発進！北九州」プラン（市の

基本構想・基本計画）の部門別計画の１つに位置づけます。  

また、「北九州市子どもの未来をひらく教育プラン」、「北九

州市スポーツ振興計画」、「北九州市文化振興計画」と並んで、

教育基本法第 17 条第 2 項の規定に基づく、地方公共団体が定

める「教育の振興のための施策に関する基本的な計画」として

位置づけます。  

（２）計画期間  

   平成２８年度～平成３２年度（５年間）  

   ただし、計画期間中であっても、社会経済環境の変化、市民  

ニーズの変化、国・県の動きなどを踏まえながら、必要に応じ  

て計画の見直しを行います。  

（３）計画の対象及び他の計画との関係  

   対象範囲は、主に教育委員会が所管する「社会教育」「家庭教

育」分野としていますが、教育委員会以外の他部局でも人材育

成や学習機会の提供に関する事務事業が実施されていることか

「ネットワーク型生涯学習社会（イメージ）

自 治 会 、  

ま ち づ く り 協 議 会  

社 会 教 育 関 係 団 体  

NPO･ボ ラ ン テ ィ ア 団 体

小 中 学 校 、 幼 稚

園 、 保 育 所 （ 園 ）

高 等 教 育  

機 関  
民 間 教 育  

事 業 者  

拠 点 施 設 （ 市 民 C、

生 涯 学 習 C な ど  

連 携 連携・支援

教 育 委 員 会  

〈 市 長 部 局 〉  

・ 市 民 文 化 ス ポ ー ツ 局  

・ 子 ど も 家 庭 局  他  

【 行 政】

庁 内 連 絡 会 議  
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ら、これらの事務事業についても計画に盛り込みながら横断的

な計画となるようにしました。  

３  計画の推進  

（１）推進体制  

   社会教育、生涯学習関連分野に関する諸計画の立案や調査研  

  究を行う付属機関である社会教育委員で構成する「社会教育委  

  員会議」において、毎年、計画に掲げる事業等の進捗を報告す  

るとともに意見を聞きながら、計画的かつ効果的に推進を図り  

ます。  

（２）推進の考え方  

  ○推進にあたっては、社会経済環境の変化、市民ニーズの変化  

などを踏まえ、必要に応じて見直しながら推進します。  

○毎年度実施している教育委員会事務点検・評価の中で、当該計

画に掲げる事務事業についても評価を行い、改善に取り組みま

す。  

  ○計画の進行管理については、市長事務部局を含む事務事業を

所管する関係部局が入った社会教育委員会議の事務局におい

て、連携をとり、全体調整を行いながら計画的に実施してい

きます。  


